
第
三
十
一
条
の
二
の
表
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

指
定
確
認
検
査
機
関

指
定
の
区
分

業
務
区
域

確
認
検
査
の
業

務
を
行
う
事
務

所
の
所
在
地

確
認
検
査
の

業
務
の
開
始

の
日

名

称

住

所

一
般
財
団
法
人
日
本

建
築
セ
ン
タ
ー
（
昭

和
四
十
年
八
月
七
日

に
財
団
法
人
日
本
建

築
セ
ン
タ
ー
と
い
う

名
称
で
設
立
さ
れ
た

法
人
を
い
う
。
以
下

同
じ
。）

東
京
都
千
代
田

区
神
田
錦
町
一

丁
目
九
番
地

第
十
五
条
第

一
号
、
第
二

号
、第
三
号
、

第
四
号
、
第

五
号
、
第
六

号
、第
七
号
、

第
八
号
及
び

第
九
号
か
ら

第
十
四
号
ま

で
に
掲
げ
る

区
分

日
本
全
域

イ

本
部

東

京
都
千
代
田

区
神
田
錦
町

一
丁
目
九
番

地

平
成
十
一
年

五
月
十
三
日

ロ

大
阪
事
務

所

大
阪
府

大
阪
市
中
央

区
南
本
町
一

丁
目
七
番
十

五
号

一
般
財
団
法
人
日
本

建
築
設
備
・
昇
降
機

セ
ン
タ
ー
（
昭
和
四

十
八
年
一
月
五
日
に

財
団
法
人
日
本
建
築

設
備
・
昇
降
機
セ
ン

タ
ー
と
い
う
名
称
で

設
立
さ
れ
た
法
人
を

い
う
。
以
下
同
じ
。）

東
京
都
港
区
西

新
橋
一
丁
目
十

五
番
五
号

第
十
五
条
第

一
号
、
第
二

号
、第
三
号
、

第
四
号
、
第

五
号
、
第
六

号
、第
七
号
、

第
八
号
及
び

第
九
号
か
ら

第
十
四
号
ま

で
に
掲
げ
る

区
分

福
島
県
福
島
市
、

郡
山
市
及
び
い
わ

き
市
、
茨
城
県
、

栃
木
県
、群
馬
県
、

埼
玉
県
、千
葉
県
、

東
京
都
の
区
域

（
島
し
ょ
部
を
除

く
。）、神
奈
川
県
、

山
梨
県
並
び
に
静

岡
県
静
岡
市
、
沼

津
市
、
三
島
市
、

富
士
市
及
び
熱
海

市
の
全
域

東
京
都
港
区
西

新
橋
一
丁
目
十

五
番
五
号

平
成
十
一
年

五
月
十
三
日

一
般
財
団
法
人
日
本

建
築
総
合
試
験
所

（
昭
和
三
十
九
年
四

月
二
十
四
日
に
財
団

法
人
日
本
建
築
総
合

試
験
所
と
い
う
名
称

で
設
立
さ
れ
た
法
人

を
い
う
。
以
下
同

じ
。）

大
阪
府
吹
田
市

藤
白
台
五
丁
目

八
番
一
号

第
十
五
条
第

一
号
、
第
二

号
、第
三
号
、

第
四
号
、
第

五
号
、
第
六

号
、第
七
号
、

第
八
号
、
第

十
三
号
及
び

第
十
四
号
に

掲
げ
る
区
分

福
井
県
、岐
阜
県
、

愛
知
県
、三
重
県
、

滋
賀
県
、京
都
府
、

大
阪
府
、兵
庫
県
、

奈
良
県
、
和
歌
山

県
、
岡
山
県
、
広

島
県
、
山
口
県
、

徳
島
県
、香
川
県
、

愛
媛
県
、
高
知
県

及
び
福
岡
県
の
全

域

大
阪
府
大
阪
市

中
央
区
内
本
町

二
丁
目
四
番
七

号

平
成
十
一
年

十
月
四
日

一
般
財
団
法
人
住
宅

金
融
普
及
協
会
（
昭

和
二
十
六
年
五
月
二

十
九
日
に
財
団
法
人

住
宅
金
融
普
及
協
会

と
い
う
名
称
で
設
立

さ
れ
た
法
人
を
い

う
。）

東
京
都
文
京
区

関
口
一
丁
目
二

十
四
番
二
号

第
十
五
条
第

一
号
、
第
二

号
、第
三
号
、

第
四
号
、
第

五
号
、
第
六

号
、第
七
号
、

第
八
号
及
び

第
九
号
か
ら

第
十
四
号
ま

で
に
掲
げ
る

区
分

茨
城
県
、栃
木
県
、

群
馬
県
、埼
玉
県
、

千
葉
県
、東
京
都
、

神
奈
川
県
、
山
梨

県
及
び
静
岡
県
の

全
域

東
京
都
文
京
区

関
口
一
丁
目
二

十
四
番
二
号

平
成
十
二
年

四
月
二
十
五

日

一
般
財
団
法
人
ベ

タ
ー
リ
ビ
ン
グ
（
昭

和
四
十
八
年
二
月
十

三
日
に
財
団
法
人
住

宅
部
品
開
発
セ
ン

タ
ー
と
い
う
名
称
で

設
立
さ
れ
た
法
人
を

い
う
。
以
下
同
じ
。）

東
京
都
千
代
田

区
富
士
見
二
丁

目
七
番
二
号

第
十
五
条
第

一
号
、
第
二

号
、第
三
号
、

第
四
号
、
第

五
号
、
第
六

号
、第
七
号
、

第
八
号
及
び

第
九
号
か
ら

第
十
四
号
ま

で
に
掲
げ
る

区
分

岩
手
県
、宮
城
県
、

福
島
県
、茨
城
県
、

栃
木
県
、群
馬
県
、

埼
玉
県
、千
葉
県
、

東
京
都
、
神
奈
川

県
、
山
梨
県
、
長

野
県
、
岐
阜
県
、

静
岡
県
、愛
知
県
、

三
重
県
、滋
賀
県
、

京
都
府
、大
阪
府
、

兵
庫
県
、
奈
良
県

及
び
和
歌
山
県
の

全
域

東
京
都
千
代
田

区
富
士
見
二
丁

目
七
番
二
号

平
成
十
四
年

八
月
二
十
日

平成年月日 木曜日 (号外第号)官 報

第
二
十
九
条
第
一
項
中
「
建
築
基
準
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
建
設
省
令
第
四
十
号
。
以
下
「
施
行
規
則
」

と
い
う
。）」を
「
施
行
規
則
」
に
、「
施
行
規
則
第
四
条
並
び
に
」
を
「
施
行
規
則
第
四
条
、」に
改
め
、「
第
四
条
の
八
」

の
下
に
「
並
び
に
施
行
規
則
第
四
条
の
十
六
第
二
項
」
を
加
え
、「
並
び
に
施
行
規
則
第
三
条
の
五
第
三
項
第
二
号
、

第
四
条
の
七
第
三
項
第
二
号
及
び
第
四
条
の
十
四
第
三
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
」
を
「
、
施
行
規
則
第
三
条
の
五

第
三
項
第
二
号
、
施
行
規
則
第
四
条
の
七
第
三
項
第
二
号
、
施
行
規
則
第
四
条
の
十
四
第
三
項
第
二
号
及
び
施
行
規

則
第
四
条
の
十
六
の
二
第
三
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
並
び
に
法
第
六
条
の
三
第
七
項
に
規
定
す
る
適
合
判
定
通
知

書
又
は
そ
の
写
し
」
に
改
め
る
。

第
二
十
九
条
の
二
第
一
項
第
一
号
中
「
又
は
寄
附
行
為
」
を
削
り
、
同
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

五

法
人
で
あ
っ
て
、
そ
の
者
の
親
会
社
等
が
指
定
構
造
計
算
適
合
性
判
定
機
関
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当

該
親
会
社
等
の
名
称
及
び
住
所
を
記
載
し
た
書
類

第
二
十
九
条
の
二
第
三
項
中
「
、
第
三
号
及
び
第
四
号
」
を
「
及
び
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
」
に
改
め
る
。

第
三
十
一
条
の
三
中
「
第
七
十
七
条
の
三
十
五
の
二
」
を
「
第
七
十
七
条
の
三
十
五
の
二
第
一
項
」
に
改
め
、「
者

は
」
の
下
に
「
、
二
以
上
の
都
道
府
県
の
区
域
に
お
い
て
構
造
計
算
適
合
性
判
定
の
業
務
を
行
お
う
と
す
る
場
合
に

あ
っ
て
は
国
土
交
通
大
臣
に
、
一
の
都
道
府
県
の
区
域
に
お
い
て
構
造
計
算
適
合
性
判
定
の
業
務
を
行
お
う
と
す
る

場
合
に
あ
っ
て
は
当
該
都
道
府
県
知
事
に
」
を
加
え
、「
都
道
府
県
知
事
に
」
を
削
り
、
同
条
第
一
号
中
「
又
は
寄
附

行
為
」
を
削
り
、
同
条
第
十
号
の
次
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

十
の
二

別
記
第
十
号
の
二
の
二
様
式
に
よ
る
構
造
計
算
適
合
性
判
定
の
業
務
の
予
定
件
数
を
記
載
し
た
書
類

十
の
三

別
記
第
十
号
の
二
の
三
様
式
に
よ
る
過
去
二
十
事
業
年
度
以
内
に
お
い
て
構
造
計
算
適
合
性
判
定
を

行
っ
た
件
数
を
記
載
し
た
書
類

第
三
十
一
条
の
三
第
十
一
号
中
「
書
類
」
の
下
に
「
並
び
に
当
該
構
造
計
算
適
合
性
判
定
員
が
構
造
計
算
適
合
判

定
資
格
者
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
類
」
を
加
え
、
同
条
第
十
四
号
中
「
第
十
一
号
」
を
「
第
十
号
の
二
か
ら
第
十

一
号
ま
で
」
に
改
め
、
同
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

十
四
の
二

申
請
者
が
構
造
計
算
適
合
性
判
定
の
業
務
を
実
施
す
る
に
当
た
り
第
三
者
に
損
害
を
加
え
た
場
合
に

お
い
て
、
そ
の
損
害
の
賠
償
に
関
し
当
該
申
請
者
が
負
う
べ
き
第
三
十
一
条
の
三
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
民

事
上
の
責
任
の
履
行
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
金
額
を
担
保
す
る
た
め
の
保
険
契
約
の
締
結
そ
の
他
の
措
置

を
講
じ
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
措
置
の
内
容
を
証
す
る
書
類

第
三
十
一
条
の
三
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

（
構
造
計
算
適
合
性
判
定
員
の
数
）

第
三
十
一
条
の
三
の
二

法
第
七
十
七
条
の
三
十
五
の
四
第
一
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
数
は
、
常
勤
換
算
方

法
で
、
構
造
計
算
適
合
性
判
定
の
件
数
（
そ
の
事
業
年
度
に
お
い
て
構
造
計
算
適
合
性
判
定
を
行
お
う
と
す
る
件

数
を
、
次
の
表
の

欄
に
掲
げ
る
構
造
計
算
適
合
性
判
定
の
別
並
び
に

欄
に
掲
げ
る
建
築
物
の
別
に
応
じ
て
区

分
し
た
件
数
を
い
う
。）を
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の

欄
に
掲
げ
る
値
で
除
し
て
得
た
数
を
合
計
し
た
も
の
（
一
未
満
の

端
数
は
切
り
上
げ
る
。）と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
合
計
し
た
数
が
二
未
満
で
あ
る
と
き
は
、
二
と
す
る
。


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